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News release 
2023 年 5 月 19 日 

PwC あらた有限責任監査法人 
宇宙サービスイノベーションラボ事業協同組合（SSIL） 

PwCあらたと SSIL、データ駆動型社会において「安全安心なサイバーフィ

ジカル社会」の実現に貢献する、データの真正性・信頼性を確保するため

の共同研究を開始 
MaaSやスマートシティ、スマートサプライチェーンマネジメントなどの課題を解決する取り組み 

 
 

PwC あらた有限責任監査法人（東京都千代田区、代表執行役：井野 貴章、以下「PwC あらた」）と、東

京大学・慶應義塾大学など 8 大学*1 の大学発スタートアップベンチャーや中小企業等から構成される宇

宙サービスイノベーションラボ事業協同組合（東京都中央区、代表理事：神武直彦、以下「SSIL」）は、デ

ジタル化が進む社会基盤機能の信頼性を確保するためのキーファクターであるデータの真正性・信頼性

を確保し、安全安心に流通・利活用するための仕組み、および信頼性のあるデータの価値を評価するた

めの仕組みについて、共同研究を開始します。この研究は、様々な社会課題の解決のために今後実現

が期待される MaaS やスマートシティ、スマートサプライチェーン、デジタルヘルスといった、サイバー・フ

ィジカル・システムを通じた Society5.0*2 の社会実装や、安心安全なデータ駆動型の「サイバーフィジカ

ル社会」*3 の実現に貢献することを目指します。 
*1 東京大学、慶應義塾大学、東京海洋大学、山口大学、神戸情報大学院大学、東京電機大学、法政大学、麗澤大学 
*2 日本経済団体連合会, 2018. 「Society 5.0」 https://www.keidanren.or.jp/policy/society5.0.html  
*3 総務省 令和 2 年「情報通信白書」 https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/html/nd141100.html 
 
Society5.0 において、高度にデジタル化された社会で提供されるスマートサービスは、国民の生命や財

産、生活に密接に関連するものとなります。そのため、それらサービスの源泉となる衛星データや IoT 等

のセンシングデータなどが誤っていたり、改ざんされていたり、欠損していたりした場合の被害は甚大なも

のとなりかねません。しかしながら、スマートサービスの開発は進んでいるものの、データの真正性・信頼

性はまだ確保できていないのが現状です。現在、法令の面では、2021 年 11 月に EU で合意されたデー

タガバナンス法にも見られるように、データ共有の信頼性確保やデータ再利用の促進、データ仲介者の

信頼性強化等を意図した整備が徐々に進みつつありますが、実際の仕組みとしてどう実現していくかは

今後の重要な課題です。 
 
PwC あらたと SSIL は、この状況を進展させるべく、共同研究を開始します。両者は、安全安心なデータ

駆動型の「超スマート社会」を実現するためには、以下の 2 つの課題をクリアする必要があると考えてい

ます。 
課題 1：データの真正性・信頼性の確保と、安全安心に信頼たるデータを流通・利活用する仕組みの構

築 
課題 2：信頼が確保された上でデータの価値を評価し、データの掛け合わせによる価値を創造する仕組

みの構築 
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これら 2 つの課題を解決するために、PwC あらたは、監査法人の持つ保証や信頼の付与に関する専門

性や実務知見、客観性といった強み、また SSIL は地理空間情報をはじめとしたデータの信頼性を確保

するための先端技術力や研究開発力、安全安心なデータ利活用実績といった強みを持ち寄って共同研

究を推進します。それにより、信頼性のあるデータを流通・利活用できる仕組みを実現していくことで、安

全安心なデータ駆動型のスマートな社会システムの実現に向けて取り組んでまいります。 
 
 

  
 
PwC の存在意義は「社会における信頼を構築し、重要な課題を解決する」ことにあります。PwC あらた

は現代のデジタル社会において信頼を築き、社会課題を解決するリーディングファームを目指すべく、

2018 年に長期目標として“Vision 2025”を策定しました。具体的には、デジタル社会における社会の「信

頼」に対する希求の高まりに対応し、3 つの信頼（「信頼の付与」「信頼づくりのサポート」「信頼基盤の創

生」）の達成を目標としています。 
 
「宇宙サービスイノベーションラボ事業協同組合（SSIL）」は、衛星から得られるデータの利活用技術にお

いて、各組合員企業が持つ実績や知見を提供することにより、本共同研究の目的である安全安心なデー

タ駆動型のスマートな社会システムの実現を目指していきます。 
 
PwC あらたと SSIL は、この共同研究を通じ、Society5.0 におけるデータを中核にした新たな価値創出

の活性化に貢献してまいります。研究の状況は HP 上で随時公表するほか、2025 年ごろをめどに、報告

会を実施する予定です。 
以上 
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PwC あらた有限責任監査法人について       www.pwc.com/jp/assurance 

PwC あらた有限責任監査法人は、PwC グローバルネットワークのメンバーファームとしてデジタル社会に信頼を築くリー

ディングファームとなることをビジョンとしています。世界で長年にわたる監査実績を持つ PwC ネットワークの監査手法と

最新技術により世界水準の高品質な監査業務を提供するとともに、その知見を活用した会計、内部統制、ガバナンス、サ

イバーセキュリティ、規制対応、デジタル化対応、株式公開など幅広い分野に関する助言（ブローダーアシュアランスサー

ビス）を通じて社会の重要な課題解決を支援しています。 
 
 
宇宙サービスイノベーションラボ事業共同組合について       https://ssil.tech/ 
「宇宙サービスイノベーションラボ事業協同組合（SSIL ）」 は 、 衛星から得られるデータや地球上の活動を示す各種デー

タを一元化統合解析し、シミュレーションファーストを標語に、民間企業や公的機関まで幅広く活用してもらうために必要な

知識や技術・サービスを一気通貫で提供するべく発足した事業協同組合です。 
組合は大学発のスタートアップベンチャーなどの中小企業で構成され、協同で事業を行うことにより、経営合理化や技術

力強化をはかっていきます。 
組合員一覧（LocationMind 株式会社／株式会社アークエッジ・スペース／株式会社 GLODAL／株式会社 HYPER 
CUBE／株式会社 PlankUnits／株式会社 New Space Intelligence／スウィフト・エックスアイ株式会社／一般社団法人

ウォーター・スマート・レジリエンス研究会／Intelligent Style 株式会社／株式会社イティサス／PeakPerformance 株式

会社／株式会社マキノハラボ） 
 
 

＜本件に関するお問い合わせ＞ 

PwCあらた有限責任監査法人 広報担当 只友 真理、PwC Japanグループ 広報担当 長谷川 崇 

Email： JP_PR@pwc.com Tel: 080-7268-7630（只友） /  080-4387-6538（長谷川） 

宇宙サービスイノベーションラボ事業共同組合 千束  Email： info@ssil.jp 
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